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　昨年度、定額減税しきれないと見込まれる人への給付金(当初調整給付)は、
国の方針により、いち早く給付を行うため、令和５年分の所得情報などに基づ
き給付を行いました。令和７年度は、令和６年分所得税額および定額減税額
の実績が確定したことで、当初調整給付額に不足が生じた人などを対象に、	
調整給付(不足額給付)を実施します。

令和７年度
定額減税補足給付金

( 不足額給付 )

問い合わせ  税務課市民税係（☎35-0912）
 対象者   対象者基準日( 令和７年１月１日)時点において菊川市にお住まいで、次の「不足額給付 I」「不足額給付 II」

のいずれかに該当する人
 ※基準日に菊川市に住民登録がなかった場合は、住民登録のあった自治体へ問い合わせください。
 ※所得税・住民税合わせて既に１人につき４万円の減税をしきれた人は、給付対象となりません。

不足額給付 I 不足額給付 II
令和６年分所得税および定額減税の実績額など
が確定したのちに、本来給付すべき額(所要額)と 
当初調整給付額との間で差額が生じた人

　  例えばこんな人が対象です

・ 令和５年分所得に比べ、令和６年分所得が減少した人
・ 子どもの出生などにより令和６年中に扶養親族が

増加した人
・ 当初調整給付後に税額修正が生じたことにより、　

令和６年度個人市民税・県民税所得割額が減少
した人

　  支給金額

「不足額給付時の調整給付所要額」と「当初調整給
付額 ( 令和６年度 )」との差額
※	所得税分と個人住民税所得割分の調整給付所要額を
合算した額を１万円単位に切り上げ

以下の条件をすべて満たす人
・ 令和６年分所得税および令和６年度分個人住民税所

得割ともに定額減税前税額が０円(本人として、定額
減税の対象外である)

・ 税制度上、扶養親族から外れてしまう(扶養親族など
として、定額減税の対象外である)

・ 低所得世帯向け給付(令和６年度・令和５年度実施)
対象世帯の世帯主・世帯員に該当していない

　  例えばこんな人が対象です

・ 青色事業専従者、事業専従者(白色)
・ 合計所得金額が48万円超の人

　  支給金額

原則４万円 ( 定額 )
※	令和６年１月１日時点で国外居住者であった場合に
は３万円

不足額給付時
調整給付所要額

当初調整給付額
( 令和６年度 )

不足額給付額
( 令和７年度 )

— ＝

※	令和６年度に当初調整給付の対象となった場合や、
複数件の源泉徴収票の交付を受けている人など、令
和６年分源泉徴収票に記載されている控除外額(定
額減税しきれなかった額)と不足額給付額が一致し
ない場合や、控除外額の記載があっても支給対象と
ならない場合があります。

 申請方法   
受給にあたっては書類の提出(申請)が必要です。
①８月頃に対象者宛てに「確認書」を発送します。
※	調査などの状況により発送が前後する可能性があります。
②「確認書」と必要書類を提出期限までに返信用封筒で　
郵送または市役所本庁舎ロビー受付まで持参してください。
※８月頃から専用コールセンターおよび確認書提出窓口	
(本庁舎１階税務課前)を設置予定です。

 給付までのイメージ   

※	提出期限までに必要書類が不足・不備なく提出された場
合に支給決定となります。

※	確認書などの必要書類が、期限までに提出されなかった
場合は、受給辞退の意思表示とみなします。

市 対
象
者

①確認書発送

②確認書・必要書類提出

③審査
④支給決定通知発送（振込日お知らせ）

⑤支給

 給付金事業をかたる詐欺にご注意ください

・ 国や県、市が給付のために手数料の振り込みを求めるこ
とや、ＡＴＭなどの操作をお願いすることは絶対にありま
せん。

・ 不審な訪問、電話、電子メールおよび郵便物などがあった
際には、最寄りの警察署や警察相談電話窓口(#9110)へ
連絡ください。

制度の詳細や「確認書」の発送状況などについては、
市ホームページ(右記)を確認ください。

定額減税にかかる給付金( 不足額給付 )について


